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2本研究の概要／発表論文の構成

各種統計データを用いた日常災害の実態調査

 東京消防庁の協力のもと、救急搬送データ（2016年）を用いた日常災害の
実態調査を実施

（その１）2016年東京消防庁救急搬送記録
から見る日常災害の実態

日常災害の実態把握
→死亡から軽症も含めた事故の実態を整理（分
析は続報）

（その２）建築環境および人口構成の変化
と事故の傾向に対する一考察

既往調査結果との比較
→1976年に行われた同様の研究調査結果と比
較し、事故実態の変化について考察

（その３）人的被害強度分布推定の試み
把握の難しい軽症事故の実態を推計し、日常災
害の全体像を把握
→各種統計データを用いて死亡・重症・軽症事故

の比率を推定し、ハインリッヒの法則との関連を
検討
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本研究の目的

※ 「日常災害の実態調査 救急車の出動した事故を対象として」（直井ほか）

 2016年の救急搬送データを分析し、1976年時の調査結果と比較する。
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1976年
救急搬送データ

2016年
救急搬送データ

※ 既往研究

事故の傾向の変化

・ 建築環境 ・ 人口構成

目的
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1976年と2016年の傾向の比較

比較方法

 搬送率（1年間の救急搬送件数を（階層人口別）10万人当りで算出）により、
両年の傾向を比較する。
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墜落 転落 転倒 ぶつかり はさまれ 鋭利物 火傷 溺水 計

1976年 19.46 39.09 48.73 8.85 2.72 8.06 11.22 0.09 138.22

2016年 5.84 90.43 235.38 12.07 3.22 1.27 0.45 1.36 350.01

墜落 転落 転倒 ぶつかり はさまれ 鋭利物 火傷 溺水 計

0~4 124.69 103.71 201.16 40.06 24.15 29.20 103.31 1.43 627.71

5~14 24.31 13.60 39.75 17.08 3.43 12.44 5.65 0.00 116.25

15~44 7.79 29.79 21.71 5.44 1.29 6.68 5.71 0.00 78.40

45~64 13.11 35.85 34.72 3.20 0.00 4.77 4.76 0.00 96.42

65~ 21.03 104.33 158.38 6.35 1.06 1.05 1.05 0.00 293.26

0~4 18.39 117.17 128.20 42.12 32.92 0.92 3.86 2.02 345.61

5~14 7.30 27.04 33.26 24.67 5.82 3.16 0.20 0.00 101.45

15~44 2.06 40.07 32.19 7.77 1.30 1.62 0.20 0.07 85.29

45~64 3.10 86.25 95.13 7.58 1.33 0.91 0.09 0.21 194.60

65~ 13.02 203.09 851.77 15.17 2.52 0.47 0.77 5.35 1092.17

墜落 転落 転倒 ぶつかり はさまれ 鋭利物 火傷 溺水 計

65~74 4.63 141.78 260.00 9.91 1.80 0.26 0.26 1.61 420.24

75~ 22.20 270.26 1499.95 20.94 3.31 0.70 1.34 9.45 1828.15

表1　1976年データおよび2016年データにおける東京都の救急搬送率（単位：件／10万人・年）の比較

表2　1976年データおよび2016年データにおける年齢階級別の救急搬送率（単位：件／10万人・年）の比較

年齢
（1976年）

年齢
（2016年）

表3　2016年データにおける65歳～74歳と75歳以上の救急搬送率（単位：件／10万人・年）の比較

年齢
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１．１ 1976年と2016年の傾向の比較
全体の傾向の比較

5

墜落 転落 転倒 ぶつかり はさまれ 鋭利物 火傷 溺水 計

1976年 19.46 39.09 48.73 8.85 2.72 8.06 11.22 0.09 138.22

2016年 5.84 90.43 235.38 12.07 3.22 1.27 0.45 1.36 350.01

表1　1976年データおよび2016年データにおける東京都の救急搬送率（単位：件／10万人・年）の比較

1976年

138.2
2016年

350.0

搬送率（件／人口10万人・年）の変化

2.5倍

ポイント

 搬送率が2.5倍に増加

考えられる要因

 高齢化 ／ 通信の普及 ／ 救急体制の充実 等
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1976年と2016年の傾向の比較
年齢層ごとの傾向の比較

ポイント

０～４歳 ： 搬送率の減少（627 → 345）
設備等の充実、少子化により親の目が行き届くようになった。

６５歳～ : 搬送率が3倍増 →高齢化の影響

6

０～４歳 ６５歳～

墜落 転落 転倒 ぶつかり はさまれ 鋭利物 火傷 溺水 計

1976 124.69 103.71 201.16 40.06 24.15 29.20 103.31 1.43 627.71

2016 18.39 117.17 128.20 42.12 32.92 0.92 3.86 2.02 345.61

1976 21.03 104.33 158.38 6.35 1.06 1.05 1.05 0.00 293.26

2016 13.02 203.09 851.77 15.17 2.52 0.47 0.77 5.35 1092.17

0～4歳

65歳～

表2　1976年データおよび2016年データにおける年齢階級別の救急搬送率（単位：件／10万人・年）の比較
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事故種別ごとの考察 「墜落」 7

1976年 2016年

0~4 124.69 18.39

5~14 24.31 7.30

15~44 7.79 2.06

45~64 13.11 3.10

65~ 21.03 13.02

年齢

墜落における年齢階級別の救急搬送率
（単位：件／10万人・年）
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年齢

（件/10万人年）

ポイント

 全年齢層で搬送率が低下
 特に0～4歳の搬送率が大きく減少（127 → 18）

考えられる要因

 窓及び手すりについて改善された。（建築環境）
 1970年代の住宅には、腰壁の低い窓や簡易的なベランダが多く見られた ※
※北村ら：中高層集合住宅のベランダの安全性に関する研究（その1） ベランダからの墜落事故の実態およびベランダに置かれている物
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事故種別ごとの考察 「転倒」 8

0

200

400

600

800

0~4 5~14 15~44 45~64 65~

1976年 2016年

（件/10万人・年）

年齢

1976年 2016年

0~4 201.16 128.20

5~14 39.75 33.26

15~44 21.71 32.19

45~64 34.72 95.13

65~ 158.38 851.77

65~74 ― 260.00

75~ ― 1499.95

年齢

転倒における年齢階級別の救急搬送率
（単位：件／10万人・年）

ポイント

 65歳以上において搬送率が大きく増加（158  → 851）

考えられる要因

 高齢化により75歳以上の割合が増加した。（人口構成）
→75歳以上の搬送率は65~74歳の5.8倍である。

 床材の主流が畳からフローリングに変化した。
→転倒時の衝撃が大きくなった。 ※ ※矢島ら「床構法が転倒時の頭部衝撃に与える影響」
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事故種別ごとの考察 「転落」 9

ポイント

 全年齢層（0～4歳を除く）で搬送率が倍増している。

考えられる要因

 平屋建て住宅が減少し、複層の共同住宅が急増した。（建築環境）
 共同住宅の屋外階段は戸建ての屋内階段に比べ硬い。

→転落時の衝撃が大きい。 ※
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1976年 2016年

0~4 103.71 117.17

5~14 13.60 27.04

15~44 29.79 40.07

45~64 35.85 86.25

65~ 104.33 203.09

転落における年齢階級別の救急搬送率
（単位：件／10万人・年）
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0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

1階建 2階建以上

1973年
2013年

共同住宅

（1000戸）

■ 2016年 ■ 2016年

※矢島ら「床構法が転倒時の頭部衝撃に与える影響」
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事故種別ごとの考察 「火傷」 10

ポイント

 0～4歳において搬送率が大きく減少している。（1976年0-4が突出）

考えられる要因

 浴槽や暖房機器といった設備機器の変化及び安全対策の充実した。（建築環境）
例）暖房機器の変化：1970年代 ストーブ（生の火） → 現在 エアコン

 少子化により親の目が行き届くようになった。（人口構成）

（件/10万人・年）

年齢

1976年 2016年

0~4 103.31 3.86

5~14 5.65 0.20

15~44 5.71 0.20

45~64 4.76 0.09

65~ 1.05 0.77

年齢

火傷における年齢階級別の救急搬送率
（単位：件／10万人・年）
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事故種別ごとの考察 「溺水」

ポイント

 溺水の傾向を把握するには、救急搬送データのみでは不十分

11

考えられる要因

 事故の程度が軽症か死亡のどちらかになることが多い。
←救急出動してもその場で「死亡」が確認された場合は搬送されず記録に残らない。

 溺水の原因が疾患によるものも多く、今回調査したデータ「一般負傷」に含まれない
事故も多い。
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溺水事故（その１データ）

既往研究
（件）

 溺水死亡者数 ： 17,000人（推定）
 入浴中の心肺停止者数は12、1月と

いった冬場に多く、その主な原因は
ヒートショックであるとしている。

文献） 東京都健康長寿医療センター研究所

「東日本における入浴中心臓機能停止者
（CPA状態）の発生状況」
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本発表のまとめ

 1976年度と2016年度の救急搬送記録から、当時と現在の日常
災害の発生の状況等について比較を行った。
 人口規模・構成等の違いを考慮して、（階層別人口）10万人当たりの件数

に換算して比較

幼児（0歳～4歳）の搬送率：全体的に減少しているが、「墜落」「転
落」「火傷」などは大幅に減少している。

その一方で、高齢者（65歳以上）の搬送率は上昇している。特に
「転倒」「転落」は大幅に増加している。

 「溺水」については、記録のルール等により実態把握が難しい。

次報では、「軽度の事故」の発生状況を推計し、事故種別毎の被
害強度分布の推定結果について報告する。
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まとめ


